








財政健全化法に基づく健全化判断比率等（暫定値）
について（令和７年度決算）








令和８年９月





大阪府財務部財政課


令和７年度決算に基づく健全化判断比率等について（暫定値）




	· 令和７年度決算に基づく「健全化判断比率」（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）は、いずれも「早期健全化基準」に該当しない状況。

· また、各公営企業における「資金不足比率」についても、資金不足が生じた公営企業はないため、いずれの会計においても「経営健全化基準」に該当しない状況。

· 今後、監査委員の審査に付した後、その意見を付して府議会９月定例会に報告するとともに、確定値として公表（数値等は、監査委員の審査を経て変動することがある）。



健全化判断比率
[image: ]
· 早期健全化基準：自主的な改善努力による財政健全化が必要な水準
→　財政健全化計画の策定・外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等
· 財政再生基準　：国の関与による確実な再生が必要な水準
→　財政再生計画の策定・外部監査の義務付け、起債の制限、総務大臣による予算変更の勧告等


[image: ]公営企業の資金不足比率









· 経営健全化基準：自主的な改善努力による経営健全化が必要な水準－ 1 －

→　経営健全化計画の策定・外部監査の義務付け、総務大臣による必要な勧告等

比率の算定内訳

実質赤字比率　該当なし
「一般会計」及び「一般会計等に属する特別会計」の実質収支は、いずれも黒字（あるいは
収支均衡）になったため、「実質赤字比率」は、該当なし。

【参考】大阪府における早期健全化・財政再生基準の該当ライン
＜早期健全化＞　▲６７５億円　　　＜財政再生＞　▲９００億円


【趣旨】　一般会計等を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率
【基準】　早期健全化基準　３．７５％　　財政再生基準　５％
	実質赤字比率　＝
	一般会計等の実質赤字額

	
	標準財政規模






· 一般会計等の実質赤字額 ： 「一般会計」及び「一般会計等に属する特別会計」における実質赤字の額
· 実質赤字の額　＝　繰上充用額　＋（支払繰延額　＋　事業繰越額）
· 標準財政規模　：　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示す額
（府税、地方譲与税、普通交付税、臨時財政対策債及び地方特例交付金等の収入見込みの合算額）	
[image: ]
１．［　］は、前年度の数値。
２．単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計、歳入と歳出の差引等が一致しない場合がある。

（注）



－ 2 －

連結実質赤字比率　該当なし
「一般会計等」の実質収支は黒字となり、公営事業会計においても、いずれも実質黒字と
なったため、「連結実質赤字比率」は該当なし。

【参考】大阪府における早期健全化・財政再生基準の該当ライン
＜早期健全化＞　▲１，５７５億円　　　＜財政再生＞　▲２，７０１億円

【趣旨】　全会計を対象とした実質赤字（又は資金の不足額）の標準財政規模に対する比率
【基準】　早期健全化基準　８．７５％　　財政再生基準　１５％
	連結実質赤字比率　＝
	連結実質赤字額

	
	標準財政規模






・連結実質赤字額 　：　「一般会計等」における実質赤字の額及び「公営事業会計」における資金の不足額等
[image: ]
（注）
１．［　］は、前年度の数値。
２．単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計とが一致しない場合がある。
３．「法適用」とは、地方公営企業法を適用している公営企業会計である。



－ 3 －

実質公債費比率　９.３％ [bookmark: _Hlk111388733]実質公債費比率（令和５～令和７年度平均）は、前年度（令和４～令和６年度平均）から
０.９ポイント改善し、９．３％となった。
これは、減債基金の復元が完了したことに伴い地方債の元利償還金が減少したことや、
税収の増などに伴い標準財政規模が増加したことなどに伴い、今回平均の対象となる
令和７年度の単年度比率（８.３％）が、今回平均の対象外となる令和４年度（１１.２％）と比べ、
２.９ポイント改善したため。



【趣旨】　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率
【基準】　早期健全化基準　２５％　　財政再生基準　３５％
※ 実質公債費比率が１８％以上となった場合、地方債を発行するには総務大臣の許可が必要となる。
	実質公債費比率 ＝ 
	（1 地方債の元利償還金＋② 準元利償還金）－
（3 特定財源＋④ 元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
	の３か年
平均

	
	⑤ 標準財政規模－
（4 元利償還金･準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）
	




「② 準元利償還金」の内容
· 満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還をした場合の１年あたりの
元金償還金相当額
· 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと
認められるもの
· 一部事務組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの
· 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの
[image: ]





















（注）単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計とが一致しない場合がある。


－ 4 －

将来負担比率　９９．６％ 将来負担比率は、前年度（１１０.１％）より１０．５ポイント改善し、９９.６％となった。
これは、地方債の現在高の減や、府営住宅整備基金などの地方債の償還等に充当可能な基金残高の増、　　　及び標準財政規模の増などによるもの。

将来負担額（ｱ+ｲ+ｳ+ｴ+ｵ+ｶ）（５兆８,１１９億円） －　充当可能財源等（ｷ+ｸ+ｹ）（４兆２,０７７億円）
　＝　９９.６％
標準財政規模（ｺ）（１兆８,００４億円）－　算入公債費等（ｻ）（１,９０７億円）


【趣旨】　一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率
【基準】　早期健全化基準　４００％　　財政再生基準　なし
	





将来負担比率　＝
	（将来負担額）
	ア　一般会計等に係る地方債の現在高　＋
イ　債務負担行為に基づく支出予定額　＋
ウ　一般会計等以外の会計に係る地方債の元金償還に充てるための繰出見込額　＋
エ　組合等の地方債の元金償還に充てるための負担等見込額　＋
オ　退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額　＋
カ　設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額　
－ (キ　地方債の償還等に充当可能な基金残高　＋
ク　地方債の償還等に充当可能な特定の収入　＋
ケ　地方債の償還等に要する経費として基準財政需要額に算入されることが見込まれる額）

	
	（充当可能財源等）
	

	
	（標準財政規模）
（算入公債費等）
	コ　標準財政規模　－　
サ　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額


[image: ]
（注）１．［　］は、前年度の数値。
２．単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計とが一致しない場合がある。


－ 5 －

資金不足比率（公営企業ごと）　該当なし
いずれの公営企業会計も資金不足は生じておらず、「資金不足比率」は該当なし。

【趣旨】　公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率
【基準】　経営健全化基準　２０％　　財政再生基準　なし
	資金不足比率　＝
	資金の不足額

	
	事業の規模






· 資金の不足額
法適用企業　＝　（流動負債 ＋ 建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした企業債現在高
－ 流動資産）－ 解消可能資金不足額
法非適用企業　＝　（歳出額 ＋ 建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした企業債現在高
－ 歳入額）－ 解消可能資金不足額

※ 解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後の一定期間構造的に生じる資金の不足額がある場合において、
資金の不足額から控除する一定の額。
※ 宅地造成事業を行う公営企業については、販売用土地に係る流動資産の算定等に関する特例がある。

· 事業の規模
法適用企業　＝　営業収益の額 － 受託工事収益の額
法非適用企業　＝　営業収益に相当する収入の額 － 受託工事収益に相当する収入の額

※ 営業収益の額から受託工事収益の額を控除した額がゼロとなる場合には、営業収益の額の部分を経常収益の額にする。
※ 宅地造成事業を行う公営企業については、「事業経営のための財源規模」（調達した資金規模）を示す資本及び負債の合計額。
[image: ]
（注）　［　］は、前年度の数値。

参考：地方公営企業の経営状況（令和７年度決算）について　　
[image: ]
１．［　］は、前年度の数値。
２．法非適用企業は、「総収益」「総費用」「資金剰余額／不足額（実質収支）」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「実質収支」を表示。
３．宅地造成事業を行う公営企業における「健全化法上の資金剰余額」については、算定上、土地収入見込額を算入し、販売用土地の取得、造成を行う
ために起こした企業債現在高を控除することから、「資金剰余額／不足額（実質収支）」と一致しない。
（企業債現在高が資金剰余額を上回る場合、「健全化法上の資金剰余額」はゼロとなる。）

（注）



－ 6 －

財政健全化法の概要

（指標の公表は平成１９年度決算から、財政健全化計画の策定の義務付け等は平成２０年度決算から適用）
健　全　段　階
財政の早期健全化
財政の再生


　
●国等の関与による確実な再生
　
· 財政再生計画の策定（議会の議決）、外部監査の要求の義務付け

· 財政再生計画は、総務大臣に協議し、同意を求めることができる
　【同意無】
· 災害復旧事業等を除き、地方債の起債を制限
　【同意有】
· 収入不足額を振り替えるため、償還　　　年限が計画期間内である地方債（再　　　生振替特例債）の起債可

· 財政運営が計画に適合しないと認められる場合等においては、予算の変更等を勧告
　
●自主的な改善努力による財政健全化
　
· 財政健全化計画の策定（議会の議決）、外部監査の要求の義務付け
　
· 実施状況を毎年度議会に報告し公表
　
· 早期健全化が著しく困難と認められるときは、総務大臣又は知事が必要な勧告
  
●指標の整備と情報開示の徹底
　
· フロー指標
実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率
· ストック指標
将来負担比率＝公社・三セク等を含めた実質的負債による指標
→監査委員の審査に付し議会に報告し公表










公営企業の経営の健全化

〔財政悪化〕
〔健全財政〕







比率の算定対象
[image: ]－ 7 －

令和７年度決算における財政評価指標の状況




大阪府財政運営基本条例第１７条第２項に定める財政評価指標の令和７年度決算に基づく値は次のとおり。

	正味収支・本来収支



【算定式】
· 正味収支：正味収入 〔 歳入総額 － 本来当該年度以外の年度に属すべき歳入 〕
　　　　　 － 正味支出 〔 歳出総額 － 本来当該年度以外の年度に属すべき歳出 〕
· 本来収支：本来収入 〔 正味収入 － 補完的な収入 〕－ 正味支出
[image: ]【算定】（一般会計）


	実質府債残高倍率



【算定式】
実質府債残高〔 全会計府債残高 － 減収補塡債 － 減税補塡債 － 臨時税収補塡債 － 猶予特例債 －臨時財政対策債 〕
府税 ＋ 地方交付税 ＋ 特別法人事業譲与税 ＋ 臨時財政対策債
【算定】
[image: ]


	収益的収支比率



【算定式】
収益的支出 〔 正味支出 － 資本的支出 〕
収益的収入 〔 本来収入 － 資本的収入 〕
【算定】（一般会計）

[image: ]
（注）単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計とが一致しない場合がある。－ 8 －
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標準財政規模（分母）

（臨時財政対策債発行可能額含む）

実質赤字比率（％）

中小企業振興資金特別会計

沿岸漁業改善資金特別会計

林 業 改 善 資 金 特 別 会 計

就農支援資金等特別会計
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会

計
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別

会

計

一
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計

等

大阪府営住宅事業特別会計

関西国際空港関連事業特別会計

不 動 産 調 達 特 別 会 計

市町村施設整備資金特別会計

公 債 管 理 特 別 会 計

母子父子寡婦福祉資金特別会計

地方消費税清算特別会計

会計名

(1)

歳入総額

一 般 会 計

日本万国博覧会記念公園事業特別会計

実質収支額

(5)=(3)-(4)

歳出総額

(2)

歳入歳出

差引額

(3)=(1)-(2)

翌年度に繰り

越すべき財源

(4)


image4.emf
（単位：百万円）

19,771

［ 20,366]

38,552

［ 27,425]

3,183

［ 2,913]

1,672

［ 1,750]

5,281

［ 1,118]

3,752

［ 3,177]

72,212

［ 56,748]

1,800,417

［ 1,751,270]

-

［ - ]

会計名

公

営

企

業

会

計

公

営

事

業

会

計

実質収支額・資金収支額

大阪府流域下水道事業会計

連結実質赤字比率（％）

一般会計等

国民健康保険特別会計

大阪府中央卸売市場事業会計

大阪府まちづくり促進事業会計

港湾整備事業特別会計
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標準財政規模（分母）

（臨時財政対策債発行可能額含む）

法
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用
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令和５年度

110,916 111,874 117,933

282,947 264,850 247,097 準元利償還金

実質公債費比率（％）

（３か年の平均）

令和６年度 令和７年度

① 地方債の元利償還金

②

③

特定財源

（元利償還金・準元利償還金に充てられるもの）

④

元利償還金･準元利償還金に係る

基準財政需要額算入額

合　計（分母）⑤－④

実質公債費比率（％）

（単年度）

⑤

標準財政規模

（臨時財政対策債発行可能額含む）

項目
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5,210,921

［ 5,477,735]

33,868

［ 35,447]

・中央卸売市場事業

348

・流域下水道事業

107,985

111,016

・まちづくり促進事業

2,682

［

120,577

]

・港湾整備事業 －

0

［ 2]

411,478

［ 385,351]

・道路公社 －

44,603

・土地開発公社 －

［ 46,911]

・地方独立行政法人

13,985

・第三セクター等

30,618

・財政調整基金 363,747

1,443,353

・減債基金 998,308

［ 1,419,540]

・その他の基金 81,298

268,398

［ 282,107]

2,495,917

［

2,653,627

]

1,604,217

［ 1,710,748]

1,800,417

［ 1,751,270]

190,716

［ 198,421]

1,609,702

［ 1,552,850]

99.6

［

110.1

]

ア

一般会計等に係る地方債の現

在高

算定値 備考

・一般会計 4,852,926 満期一括償還分を含む地方債の現在高

ウ

イ

債務負担行為に基づく支出予

定額

・依頼土地の買い戻し

　に係るもの

12,094

一般会計等以外の会計に係る

地方債の元金償還に充てるた

めの繰出見込額

地方債を財源とできる経費（公共用地の取得費等）に係る支出予定額

で、支出額が確定しているもの

・宅地造成事業以外

　過去３ケ年の繰出実績に応じ、企業債現在高を按分して算定

　（前年度に元金償還がない会計は、地方債繰入計画額又は

　　一般会計からの繰出基準額のいずれか大きい額を採用）

・宅地造成事業

　販売用土地を時価評価の上、債務超過部分について将来負担に算入

将来負担比率（％）

合　計（分母）コ－サ

サ

カ

組合等の地方債の元金償還に

充てるための負担等見込額

加入する組合等の地方債の現在高のうち本府負担見込額



職員全員が年度末に自己都合退職すると仮定した場合に支給すべき退職

手当の額のうち、一般会計等負担見込額

・道路公社の負債額から計画上の収支見込額等を控除した額

・土地開発公社の負債額から府や国が買い取りを予定している土地等

　の資産を控除した額

・府が設立した地方独立行政法人の負債額

・第三セクターや住宅供給公社等が金融機関等から貸付を受ける際に、

　府が金融機関等との間で締結する損失補償契約に係る債務負担行為

　について、法人の経営状況等を勘案して算定した負担見込額

・公営住宅使用料

合　計（分子）ア＋イ＋ウ＋エ＋オ＋カ－（キ＋ク＋ケ）

ケ

222,278

地方債を財源とする貸付金の償還金や、公営住宅の使用料などの収入の

実績により算定した充当見込額



過去に発行した地方債の現在高に普通交付税の算入割合を乗じて算定し

た見込額

項目

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源

の規模を示す額

当年度の算入額



地方債の償還等に要する経費

として基準財政需要額に算入

されることが見込まれる額

標準財政規模の額（臨時財政

対策債発行可能額含む）

元利償還金・準元利償還金に

係る基準財政需要額算入額

算定の考え方

オ

地方債の償還等に充当可能な

特定の収入

コ

ク

・関西広域連合 －

地方債の償還等に充当可能な

基金残高

キ 一般会計への貸付分を除いた充当可能残高

退職手当支給予定額のうち一

般会計等負担見込額

設立法人の負債の額等に係る

一般会計等負担見込額

エ
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［ - ] ［ - ]
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- -

［ - ] ［ - ]

- -

［ - ] ［ - ]

法

適

用

法

非

適

用

大阪府中央卸売市場事業会計

大阪府まちづくり促進事業会計

港 湾 整 備 事業 特別 会計

大阪府流域下水道事業会計

会計名 資金不足額

資金不足比率

（％）
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739 571 3,183 649 3,183

［ 657] ［ 465] ［ 2,913] ［ 713] ［ 2,913]

62,860 65,067 1,672 154,189 1,672

［ 62,614] ［ 66,091] ［ 1,750] ［ 156,600] ［ 1,750]

6,715 7,969 5,281 70,583 5,281

［ 4,574] ［ 5,394] ［ 1,118] ［ 72,536] ［ 1,118]

8,198 7,170 596 8,272 3,752

［ 11,899] ［ 10,787] ［ 849] ［ 9,264] ［ 3,177]



（歳入） （歳出）

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計

会計名

公

営

企

業

会

計

法

適

用

大阪府中央卸売市場事業会計

大阪府まちづくり促進事業会計

大阪府流域下水道事業会計

健全化法上の

資金剰余額



総収益

（歳入）

総費用

（歳出）

法

非

適

用

（実質収支）

資金剰余額／不足額

（実質収支）

企業債現在高
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○一般会計

○特別会計：１２会計

　　日本万国博覧会記念公園事業特別会計

　　就農支援資金等特別会計

　　大阪府営住宅事業特別会計

　　関西国際空港関連事業特別会計

　　不動産調達特別会計

　　市町村施設整備資金特別会計

　　公債管理特別会計

　　地方消費税清算特別会計

　　母子父子寡婦福祉資金特別会計

　　中小企業振興資金特別会計

　　沿岸漁業改善資金特別会計

　　林業改善資金特別会計

公営事業会計

○国民健康保険特別会計

○地方公営企業法適用：３会計

　　大阪府中央卸売市場事業会計

　　大阪府流域下水道事業会計

　　大阪府まちづくり促進事業会計

○地方公営企業法非適用：１会計

　　港湾整備事業特別会計

※公営企業ごとに算定

○関西広域連合

○地方三公社

　　大阪府土地開発公社

　　大阪府住宅供給公社

　　大阪府道路公社

○地方独立行政法人

　　公立大学法人大阪

　　大阪府立病院機構

　　大阪健康安全基盤研究所

　　大阪産業技術研究所

　　大阪府立環境農林水産総合研究所

○第３セクター等

　　(公財)大阪府育英会

　　(公財)大阪産業局　　　等

※名称は令和8年3月31日時点のもの

地方公社・

第３セクター等

地

方

公

共

団

体

　　一般会計

　　特別会計

公営企業

会計

一部事務組合・広域連合

実

質

赤

字

比

率

一般会計等

連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率

資

金

不

足

比

率
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（単位：百万円） （単位：百万円）

R6 決算 R7 決算見込 R6 決算 R7 決算見込

歳入総額

①

3,233,368 3,328,658 歳出総額

ア

3,208,856 3,298,419

翌年度へ繰越すべき財源

②

9,995 13,174 繰上充用金

イ

0 0

赤字雑入

③

0 0 減債基金復元積立金

ウ

0 0

α

3,223,373 3,315,484 3,208,856 3,298,419

退職手当債

④

0 0

財政調整基金取崩額

⑤

0 0

（単位：百万円）

⑥

0 0 R6 決算 R7 決算見込

β

3,223,373 3,315,484 14,517 17,066

14,517 17,066 本来収支

　〔β－正味支出〕

＜収入＞ ＜支出＞



本来収入　

〔α－⑥〕

正味支出　

〔ア－イ－ウ〕

＜正味収支・本来収支＞

正味収支

　〔α－正味支出〕

正味収入　

〔①－②－③〕

補完的な収入　

〔④＋⑤〕
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（単位：百万円） （単位：百万円）

R6 決算 R7 決算見込 R6 決算 R7 決算見込

全会計府債残高 ① 5,716,848 5,444,613 府税 1,588,525 1,682,708

減収補塡債 ② 453,545 411,136 地方交付税 367,217 384,550

減税補塡債 ③ 97,408 80,088 特別法人事業譲与税 190,609 197,140

臨時税収補塡債 ④ 3,274 3,274 臨時財政対策債 19,201 0

猶予特例債 ⑤ 0 0

β

2,165,551 2,264,399

臨時財政対策債 ⑥ 2,664,821 2,547,679 1.15 1.06

α 2,497,800 2,402,435

実質府債残高　

〔①－②－③－④－⑤－⑥〕



実質府債残高倍率

　〔α／β〕



計
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（単位：百万円） （単位：百万円）

R6 決算 R7 決算見込 R6 決算 R7 決算見込

ａ 3,223,373 3,315,484 ｂ 3,208,856 3,298,419

（単位：百万円） （単位：百万円）

R6 決算 R7 決算見込 R6 決算 R7 決算見込

通常債 86,902 77,699 建設事業費 183,450 165,755

行政改革等推進債 0 0 府債償還元金 321,339 328,412

第三セクター等改革推進債 0 0 積立金 98,873 61,391

減収補塡債の1/4相当額 0 0 投資及び出資金 4,227 6,994

建設事業充当特定財源 57,208 54,978 貸付金 515,713 510,985

不動産売払収入 1,991 1,007 ｄ 1,123,602 1,073,536

基金繰入金（減債基金除く） 77,790 83,056

貸付金元利収入 519,209 514,518

ｃ 743,100 731,258

※翌年度へ繰越すべき財源を除く。

（単位：百万円） （単位：百万円）

R6 決算 R7 決算見込 R6 決算 R7 決算見込

Ｘ 2,480,273 2,584,227 Ｙ 2,085,254 2,224,882

R6 決算 R7 決算見込

84.0 86.0

＜資本的支出＞



資本的支出　合計

＜収益的支出＞



収益的支出　

〔ｂ－ｄ〕

＜正味支出＞（再掲）

正味支出



＜収益的収入＞

収益的収入　

〔ａ－ｃ〕

収益的収支比率

　〔Ｙ／Ｘ〕　　 （％）

資本的収入　合計

＜本来収入＞（再掲）

＜資本的収入＞

本来収入
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400

（％）

本府の数値

3.75

8.75

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率



35 25

早期健全化基準 財政再生基準

（％） （％）
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資金不足比率

大阪府中央卸売市場事業会計

大阪府まちづくり促進事業会計

港湾整備事業特別会計

大阪府流域下水道事業会計



（％）

経営健全化基準

（％）



本府の数値


